
2023 年 1 月 24 日 

 

規制のサンドボックス制度、グレーゾーン解消制度及び新事業特例制度の 

活用結果（令和 4 年 10 月～12 月） 
～「企業単位」の規制改革状況について～ 

 

規制のサンドボックス制度、グレーゾーン解消制度及び新事業特例制度について、 

令和 4 年 10 月～12 月の間に、経済産業省が主務大臣となった件数等を取りまとめまし

た。 

 

1．認定又は回答状況 

令和 4 年 12 月末時点における規制のサンドボックス制度の認定件数と、グレーゾーン解消制

度及び新事業特例制度の回答件数は下記の表のとおりです。 

 

 
認定又は回答の件数（事業者数） 

4 年 10 月～12 月 4 年 4 月～12 月 総累計 

規制のサンド

ボックス制度 

3 件(3) 

うち中小企業 0 件（0） 

5 件(5) 

うち中小企業 0 件（0） 

18 件(20) 

うち中小企業 8 件（8） 

グレーゾーン 

解消制度 

2 件（2） 

うち中小企業 0 件（0） 

18 件（18） 

うち中小企業 5（5） 

232 件(236) 

うち中小企業件 140 件（142） 

新事業特例

制度 

0 件（0） 

うち中小企業 0 件（0） 

0 件（0） 

うち中小企業 0 件（0） 

16 件（28） 

うち中小企業 7 件（14） 

合計 
5 件（5） 

うち中小企業 0 件（0） 

23 件（23） 

うち中小企業 5 件（5） 

266 件（284） 

うち中小企業 155 件（164） 

 

注）規制のサンドボックス制度については、認定の件数を掲載。 

グレーゾーン解消制度及び新事業特例制度については、回答の件数を掲載。 

  



2．認定又は回答を行った案件（令和 4 年 10 月～12 月） 

番

号 
区分 事業名 

関係法令 

（所管省庁） 
事業概要等 

1 
規制のサンド

ボックス制度 

ブロックチェーン技術を活用した電子的取引

に係る第三者対抗要件に関する実証 

（8 月 29 日申請、10 月 14 日回答） 

民法 

（法務省） 

https://www.meti.go.jp/po

licy/jigyou_saisei/kyousou

ryoku_kyouka/shinjigyo-

kaitakuseidosuishin/press

/221014_kouhyou3.pdf 

2 
規制のサンド

ボックス制度 

ブロックチェーン技術を活用した電子的取引

に係る第三者対抗要件に関する実証 

（8 月 29 日申請、10 月 14 日回答） 

民法 

（法務省） 

https://www.meti.go.jp/po

licy/jigyou_saisei/kyousou

ryoku_kyouka/shinjigyo-

kaitakuseidosuishin/press

/221014_kouhyou2.pdf 

3 
規制のサンド

ボックス制度 

ブロックチェーン技術を活用した電子的取引

に係る第三者対抗要件に関する実証 

（8 月 29 日申請、10 月 14 日回答） 

民法 

（法務省） 

https://www.meti.go.jp/po

licy/jigyou_saisei/kyousou

ryoku_kyouka/shinjigyo-

kaitakuseidosuishin/press

/221014_kouhyou1.pdf 

４ 
グレーゾーン

解消制度 

契約書レビューサービスの提供 

（9 月 16 日申請、10 月 14 日回答） 

弁護士法 

（法務省） 

https://www.meti.go.jp/po

licy/jigyou_saisei/kyousou

ryoku_kyouka/shinjigyo-

kaitakuseidosuishin/press

/221014_yoshiki1.pdf 

５ 
グレーゾーン

解消制度 

リスク検出による適切な契約管理 

サービスの提供 

（9月 16 日申請、10 月 14 日回答） 

弁護士法 

（法務省） 

https://www.meti.go.jp/po

licy/jigyou_saisei/kyousou

ryoku_kyouka/shinjigyo-

kaitakuseidosuishin/press

/221014_yoshiki2.pdf 

 

注１）経済産業省が所管省庁である案件のみ掲載。 

注２）規制のサンドボックス制度については、認定した案件を掲載。 

グレーゾーン解消制度及び新事業特例制度については、回答した案件を掲載。 


